











  ― 『保育児童のケースワーク事例集』にみる幼児理解とソーシャルワーク ― 
 田　澤　　　薫 
 抄　　録 





















人間福祉学部・児童学科 論文受理日 2016 年 11 月 4 日
― 2 ―















と保育者という 2種類の 2者関係を取り結ぶのは保育者の専門性に拠っている。 
 　先に紹介した秋田の言説が振り返る時期を転換期とにらみ，その頃の保育所で何か行われていた
のかを検証したい。 
 　そこで，厚生省児童局が 1957 年から 3箇年，毎年 1冊刊行した『保育児童のケースワーク事例集』
を資料として，家庭保育支援に関わる事例に着目した分析を行った。 























ため，敗戦直後から必要に迫られた保育所の制度化への動き出しは早く，1946 年 5 月 17 日の日付
が記された保育所法案要綱案の存在も知られている。ここには「第一　この法律は，保育所を整備
して乳幼児（…）を保育し，よって その養育者の勤労の権利を保障することを目的とする こと。」（以
下，下線筆者） (5) とあり，保育所は勤労者の権利保障のための施設として位置づけられている (6) 。 
 　その後，1947 年 12 月に児童福祉法が成立し児童福祉施設の一つに保育所が置かれた時―それは
同年 3月成立の学校教育法で学校の中に位置を得た幼稚園についても同様だが―保育内容や運営の
方法を示す指針は国から何も示されていなかった。そこで，幼稚園，保育所等の施設，家庭の全て
を対象に文部省が編んだ『保育要領（試案）』（1948 年 3 月）が大きな意味をもつ。文部省から委
嘱された策定委員 20 名の中には，厚生省児童局の吉見静江 (7) と副島ハマが含まれており，文部省
の意図が幼稚園運営に限定しない，より広義の実質的な幼児保育の指針の模索にあったものとみら
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（平井 1951）という言葉を俟つまでもなく，保育所による家庭保育の支援だろう。 
 　1948 年 12 月になると，児童福祉施設全体の指針が「児童福祉施設最低基準」（厚生省令昭和 23
年第 63 号）としてようやく示された。保育所の保育内容については，「保育要領（試案）」から外
れるものではなく，家庭との連絡についても，「保育所の長は，常に入所している乳児又は幼児の
 保護者と密接な連絡をとり ，保育方針，栄養状況等につき，その 保護者の理解及び協力を得るよう
努め なければならない。」（56 条，下線筆者）と言及された程度である。 
 　そうした課題意識に立って当時を振り返ると，1948 年 4 月に出された厚生省児童局長通知「保
母養成施設の設置及び運営に関する件」（厚生省児童局長通知昭和 23 年第 105 号）が見逃せない。
この通知は，保母資格に向けた修業学科目と時間数を示したものだが，ここには，各種実習を除く
合計 1350 時間の講義時間の中で 40 時間ずつを「ケースワーク」「グループワーク」に充てること
とされている。 




1954 年 3 月に刊行された『保育の理論と実際』（厚生省児童局，全国社会福祉協議会連合会）である。
吉見静江が執筆担当した「第 10 章　個別指導」は，「 個別指導或はケースワーク が…」（厚生省児
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表 2　分析対象事例
（編）
評者（第三集は記載なし） 初集 第二集 第三集
鈴木とく 3 0 ―
吉見静江 2 4 ―









章第 3事例：以下一 ― Ⅰ ― 3，一 ― Ⅰ ― 5：鈴木，一 ― Ⅳ ― 15：副島）のうえで，具体的方法として「家庭
訪問」を「足繁く」（一 ― Ⅳ ― 12：副島，三 ― Ⅳ，三 ― Ⅴ）行うことが推奨されている。家庭との接触
を密にすれば自ずと「保護者への働きかけ」に進むことになるが，「母をはげまし，あせらないよ
うに」（二 ― Ⅰ ― 3：吉見）するよう指示され，保護者の「いつもよい理解者であり助言者で」（一 ― Ⅳ
 ― 6：吉見）ある保母像が示されているなど，保護者にも支援的である保母像が明確にされている。
そして，はたらきかけの最終目標が③「家庭環境の整備」（一 ― Ⅳ ― 15：副島）にあると方向づけが
なされ，幼児にとって「家庭（は）主なる生活の場」（カッコ内は脱字）であり，「身体の清潔，衣
服の清潔，正常な食事，排泄等基本的生活訓練」（一 ― Ⅳ ― 6：吉見）の場という要素を含むことが確
認されている。こうした支援を行う場として，④家庭保育の支援における保育所の役割が指摘され，
保育所は「そこに欠けている面をおぎなう」だけでなく「保育所が積極的に動いて行わなければな
らない場合である」（一 ― Ⅳ ― 6：吉見）とされている。さて，保育所が積極的に動く例として，⑤保
育に直結しない支援に言及がみられる。これには，「母親に職を斡旋したり，下の赤ん坊を預って
やるなど」（一 ― Ⅳ ― 13：副島）保護者の就労支援等も含まれる。その結果，「家庭生活の安定から来
る母親の感情の安定と生活の落ち着きとが，余りにはっきりとつながる事を見せられた」「この子
の問題解決はむしろ，母親の就職にあったようにさえ思われる」（一 ― Ⅳ ― 12：副島）といった見解
も示されている。興味深いことには，⑥他機関連携の例も少なくなく，「親たちの指導について福
祉事務所に連絡」（二 ― Ⅰ ― 4：吉見）したり，「児童福祉司や児童委員の協力があって，この家庭全









こみ方がたりない」（一 ― Ⅰ ― 5：鈴木）と苦言として示され，母親に関する記載箇所に対して「その
ことが，どのようにこのケースに関連があるのか」「お弁当の漬物の詰方の所も，何かこれとの幼
児の行動とにつながりが感じられるように」と「この幼児の家庭に於ける愛情のうけ方を考察」す





保母も神経質にならずにすんだのではないか」（一 ― Ⅰ ― 3：鈴木）など，基本的生活習慣の出来不出
来に拘泥しがちな葛藤から保育者は免れる。この時期には，まだ発達理論が保育者の中に浸透しきっ
ておらず，掲載事例の中にも，評者から「1歳児の発達過程で，小集団グループメンバーの考え方










されている幼い子供」（一 ― Ⅳ ― 6：吉見）と表現して見せた。問題行動を幼児の事情から説明する姿
勢が，その幼児について言語化するときに表出する一例といえる。こうした施設は，⑤育ちを支え
る保育という理解を生む。ある事例の評の中で「この子の中に凍結されているものを，あたためと
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あつかうことだけを意味するのではなく，形は集団の中にあっても又個人的な扱いの場合もあって
よいので，とくに一定の個人について観察し考え計画し，指導して行く一連の指導であって，この
場合はこの子供について考えられ工夫され行われている凡てであり」（二 ― Ⅳ ― 3：吉見）と述べる通
り，保育そのものが児童にとってのケースワークとして働いていることに気付かされる。 
 　保育は子どものしあわせを謳う児童福祉の一部に位置づき「この子にとって生涯の幸福な社会人
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 Exploring the Identity of Childcare in Day Nurseries as Seen in 
“Case Studies of Casework for Infants in Nurseries:” 
 Understanding Infants Individually in Social Work 
 Kaoru TAZAWA 
 Abstract 
 　 There was no official governmental guidance for Japanese nursery education in 1947, but the 
Ministry of Health and Welfare Children's Bureau was trying to determine and establish the na-
ture of childcare in day nurseries at that time.  After World War II, in both kindergartens and 
day nurseries, an effort was made to try to understand infants individually.  Moreover, in day 
nurseries, in order to support child care at home, nursery teachers were attempting to incorpo-
rate a theory of casework.  In “Case Studies of Casework for Infants in Nurseries”（a study 
published by the Ministry of Health and Welfare Children's Bureau, 1957 ～ 1959), officials of the 
Ministry of Health and Welfare Children's Bureau offered advice concerning individual casework 
studies written by nursery teachers.  They developed a theory of and methods for casework in 
nurseries.  Childcare in day nurseries was determined and established through an understand-
ing of infants as individuals and through supporting childcare at home with casework. 
 Key words:  day nurseries, childcare, “Case Studies of Casework for Infants in Nurseries”, 
understanding infants individually, supporting child care at home 
